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2021年9月
東京大学政策評価研究教育センター × 東京商工リサーチ

倒産減少の陰で広がる「過剰債務」
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◼企業倒産の推移（月別）

0

5

10

15

20

25

30

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112

2017 ( 平成29 ) 年 2018 ( 平成30 ) 年 2019 ( 令和1 ) 年 2020 ( 令和2 ) 年 2021 ( 令和3 ) 年
（千円）（件）

日経平均株価
月次終値



2 Copyright ©2021 TOKYO SHOKO RESEARCH, LTD.

-40%

-30%

-20%

-10%

0%

10%

20%

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年

倒産件数 四半期別 前年同期比推移

300

500

700

900

1,100

1,300

1,500

1,700

'08 '09 '10 '11 '12 '13 '14 '15 '16 '17 '18 '19 '20 '21

倒産件数の水準

件数 平均

'09年12月-'13年3月（平均1,052件)

'18年11月-'21年7月（平均636件)

'08年9月-'09年11月（平均1,321件)

リーマン・ショック
（2008年9月）

金融円滑化法施行
（2009年12月）

金融円滑化法終了
（2013年3月）

（年）
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◼企業倒産の推移（期間別）
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「廃業検討率」推移

大企業 中小企業 全企業

廃業検討の可能性「ある」業種別 （降順・上位10業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 織物・衣服・身の回り品小売業 38.10% 8 21

2 その他の生活関連サービス業 29.17% 14 48

3 飲食店 26.98% 17 63

4 宿泊業 25.58% 11 43

5 洗濯・理容・美容・浴場業 18.75% 6 32

6 印刷・同関連業 18.25% 23 126

7 繊維・衣服等卸売業 15.66% 13 83

8 農業 13.89% 5 36

9 映像・音声・文字情報制作業 13.04% 6 46

10 専門サービス業 12.68% 35 276

◼「廃業検討率」推移
「新型コロナウイルスに関するアンケート」調査 第7回～17回を集計
設問：コロナ禍の収束が長引いた場合、「廃業」（すべての事業を閉鎖）を検討する可能性はありますか？（「ある」と回答した比率）
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ニーズがある

季節資金

（納税・賞与等）
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0社 1,000社 2,000社 3,000社 4,000社 5,000社 6,000社

全企業（9,025社） 大企業（1,457社） 中小企業（7,568社）

赤字補填資金ニーズがある

順位 名称 構成比 回答 母数

1 宿泊業 22.73% 10 44

2 織物・衣服・身の回り品小売業 14.29% 3 21

3 生活関連サービス業，娯楽業 9.70% 13 134

4 飲食業 9.33% 7 75

5 飲食料品製造業 6.23% 21 337

6 その他の小売業 5.99% 13 217

7 機械器具小売業 5.56% 7 126

7 農・林・漁・鉱業 5.56% 3 54

9 学術研究，専門・技術サービス業 5.09% 26 511

10 その他の卸売業 4.92% 19 386

運転資金 or 設備投資資金ニーズがある

順位 名称 構成比 回答 母数

1 木材・木製品製造業 75.00% 36 48

2 農・林・漁・鉱業 70.37% 38 54

3 飲食料品製造業 69.44% 234 337

4 印刷・同関連業 66.67% 88 132

5 宿泊業 65.91% 29 44

6 非鉄金属製造業 64.58% 31 48

7 窯業・土石製品製造業 61.80% 55 89

8 鉄鋼業 60.76% 48 79

9 生活関連サービス業，娯楽業 57.46% 77 134

10 織物・衣服・身の回り品小売業 57.14% 12 21

◼企業の資金ニーズ
「第17回・新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（2021年8月2日～11日実施）
設問：現在、貴社は金融機関からの資金調達ニーズはありますか？（複数回答）
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◼「過剰債務」と事業再構築

コロナ前から

過剰感

1,089社

14.08%

コロナ後に

過剰感

1,679社

21.71%

過剰感あったが、

コロナ後に解消

156社

2.02%

コロナ前も後も過剰感

はない

4,808社

62.18%

（資本金1億円未満 7,732社）

「過剰感がある」「過剰となった」と回答した企業の業種（上位15業種）

順位 業種 構成比 回答数 母数

1 飲食店 79.69% 51 64

2 宿泊業 78.00% 39 50

3 娯楽業 65.38% 34 52

4 洗濯・理容・美容・浴場業 63.64% 21 33

5 織物・衣服・身の回り品小売業 60.87% 14 23

6 その他の生活関連サービス業 60.42% 29 48

7 印刷・同関連業 55.30% 73 132

8 農業 51.35% 19 37

9 家具・装備品製造業 51.16% 22 43

10 飲料・たばこ・飼料製造業 48.21% 27 56

11 繊維・衣服等卸売業 47.62% 40 84

12 自動車整備業 44.74% 17 38

13 食料品製造業 44.29% 128 289

14 各種商品卸売業 44.16% 34 77

15 輸送用機械器具製造業 43.10% 50 116

「第17回・新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（2021年8月2日～11日実施）
設問：貴社の債務（負債）の状況は、次のうちどれですか？（択一回答）

（）内は構成比

債務（負債）が過剰のため、事業再構築に取り組むことができない 401社 (15.69%) 24社 (11.94%) 425社 (15.42%)

債務（負債）が過剰のため、事業再構築の取り組み規模を縮小した（予定含む） 481社 (18.82%) 41社 (20.40%) 522社 (18.93%)

債務（負債）が過剰だが、十分な事業再構築の取り組みを実施した（予定含む） 916社 (35.84%) 65社 (32.34%) 981社 (35.58%)

事業再構築の意向はない 758社 (29.66%) 71社 (35.32%) 829社 (30.07%)

合計 2,556社 (100.00%) 201社 (100.00%) 2,757社 (100.00%)

中小企業 大企業 全企業

「第17回・新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（2021年8月2日～11日実施）
設問：「コロナ前から過剰」、「コロナ後に過剰」と回答された方に伺います。債務が、事業再構築の取り組みに影響を与えていますか？（択一回答）
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◼コロナ禍での事業再生、個人保証
「第17回・新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（2021年8月2日～11日実施）
設問：コロナ禍の収束が長引いた場合、再生支援協議会や事業再生ADR、民事再生法などを活用して「事業再生」を検討する可能性はありますか？
（択一回答）

ある

421社

5.60%
ない

7,098社

94.40%

（資本金1億円未満 7,519社）ある, 

436社, 4.85%

ない, 

8,562社, 95.15%

（全企業 8,998社）

「破産会社の社長破産率」調査 （2021年8月16日公表）
2020年度の官報公告で、破産開始決定を受けた株式会社、有限会社、合同会社の5,552社を調査した。
破産開始決定を受けた個人のうち、TSRデータベースに収録された破産会社の代表者と照合。
破産管財人や管轄裁判所の一致などを条件に同一人物と定義。
同一社長で複数の会社が破産している場合、事件番号が若い1社を対象とした。

2020年度破産 件数 比率

個人破産あり 3,789 68.25%

個人破産なし 1,763 31.75%

※破産企業のうち、社長個人の破産比率

破産会社の社長破産率

個人破産なし, 

31.75%

個人破産あり, 

68.25%

倒産企業の社長破産率
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◼業績推移・見通し
「第17回・新型コロナウイルスに関するアンケート」調査（2021年8月2日～11日実施）
設問：コロナ禍が収束した後、貴社の売上高はコロナ前と比較してどうなると考えますか？（択一回答）

（ ）内は構成比

現在コロナ前より売上高が落ちており、コロナ後は回復する 3,565社 (51.02%) 654社 (51.78%) 4,219社 (51.14%)

現在コロナ前より売上高が増加しており、コロナ後も好調が持続する 1,549社 (22.17%) 332社 (26.29%) 1,881社 (22.80%)

現在コロナ前より売上高が落ちており、コロナ後も回復はしない 1,293社 (18.51%) 186社 (14.73%) 1,479社 (17.93%)

現在コロナ前より売上高が増加しているが、コロナ後は落ち込む 580社 (8.30%) 91社 (7.21%) 671社 (8.13%)

合計 6,987社 (100.00%) 1,263社 (100.00%) 8,250社 (100.00%)

中小企業 大企業 全企業

順位 業種 構成比 回答 母数

1 宿泊業 73.58% 39 53

2 広告業 66.10% 39 59

3 職別工事業 65.07% 149 229

4 パルプ・紙・紙加工品製造業 63.41% 52 82

5 ゴム製品製造業 63.33% 19 30

6 各種商品卸売業 61.64% 45 73

7 物品賃貸業 61.45% 51 83

8 飲食店 61.19% 41 67

9 職業紹介・労働者派遣業 60.66% 37 61

10 生産用機械器具製造業 60.64% 151 249

「コロナ前より売上高が落ちており、コロナ後は回復する」
業種別 （降順・上位10業種）

順位 業種 構成比 回答 母数

1 印刷・同関連業 45.80% 60 131

2 娯楽業 42.00% 21 50

3 政治・経済・文化団体 40.38% 21 52

4 織物・衣服・身の回り品小売業 40.00% 8 20

5 洗濯・理容・美容・浴場業 38.24% 13 34

6 その他の生活関連サービス業 36.00% 18 50

7 道路旅客運送業 35.00% 7 20

8 繊維・衣服等卸売業 31.71% 26 82

9 飲食店 29.85% 20 67

10 家具・装備品製造業 29.27% 12 41

「コロナ前より売上高が落ちており、コロナ後も回復
はしない」業種別 （降順・上位10業種）
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◼Appendix グローバル倒産


